
 ② 歳出 

  各款別歳出決算の状況は、次のとおりである。 

 

第１款 議会費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ
Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

8.6

51,299,741

42,789,4911,012,055,509

931,495,259

7.3

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

0

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

0

0

0

42,789,491

51,299,741

△ 8,510,250

△ 16.6

94.822

対前
年度
比

金
額

率

80,560,250

1,054,845,000

982,795,000

72,050,000

年度

23 95.9

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

(単位：円、％）

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

 

 支出済額は１０億１，２０６万円で、前年度に比べ８，０５６万円（８．６％）増加して

いる。 

 

 



第２款 総務費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 42.8

1,231,833,651

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

32,806,692,732

55,606,854,313

△ 22,800,161,581

△ 41.0

31,120,562,646

54,375,020,662

△ 23,254,458,016

著増

翌年度繰越額 Ｃ

95,985,000

182,572,500

△ 86,587,500

△ 47.4

繰越明許費

827,934,000

182,772,837

645,161,163

762,211,086

866,488,314

△ 104,277,228

△ 12.0

97.822

対前
年度
比

金
額

率

継続費
逓次繰越

年度

23 94.9

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

1,686,130,086

0

0

0

0

 

 支出済額は３１１億２，０５６万円で、前年度に比べ２３２億５，４４６万円（△４２．

８％）減少している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   防災費       ７億４，１８９万円 

 （減少した科目・金額） 

   総務管理費   １８６億７，８４５万円  市町振興費  ３０億９，９６３万円 

   

 繰越明許費８億２，７９３万円の主なものは企画費７億８，８００万円で、放射線監視設

備設置事業に伴う備品購入費等の繰越であり、事故繰越９，５９９万円は防災費で、救急医

療高度化事業に伴う補助金の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、総務管理費２億７，６８８万円、市町振興費２億１，６９０万円お

よび企画費１億７，７１９万円である。 

 



第３款 民生費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

年度

23 96.0

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

1,679,773,846

22

対前
年度
比

金
額

率

893,320,784

659,945,871

233,374,913

35.4

96.9

30.3

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

786,453,062

603,579,000

182,874,062

3.7

40,607,660,745

39,507,951,179

1,099,709,566対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

42,287,434,591

40,771,476,050

1,515,958,541

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

2.8

1,263,524,871

 

 支出済額は４０６億７６６万円で、前年度に比べ１０億９，９７１万円（２．８％）増加

している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   児童福祉費   ７億６，２６７万円  社会福祉費   ４億７，０５８万円 

 （減少した科目・金額） 

   生活保護費     ９，１２０万円  自然保護費     ５，２６４万円 

 

 繰越明許費７億８，６４５万円の主なものは、社会福祉費４億３，６３９万円および児童

福祉費３億４，２３９万円で、主に施設整備に伴う補助金等の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、社会福祉費４億５，１２３万円および児童福祉費３億３，５９９万

円である。 

 

 



第４款 衛生費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

15.5

3,320,662,435

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

30,367,253,182

28,046,290,000

2,320,963,182

8.3

28,560,620,259

24,725,627,565

3,834,992,694

△ 94.6

翌年度繰越額 Ｃ

0

17,214,000

△ 17,214,000

皆減

繰越明許費

2,134,000

39,512,000

△ 37,378,000

483,852,923

443,177,435

40,675,488

9.2

88.222

対前
年度
比

金
額

率

継続費
逓次繰越

年度

23 94.1

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

1,806,632,923

△ 1,500,113,000

△ 53.2

1,320,646,000

2,820,759,000

 

 支出済額は２８５億６，０６２万円で、前年度に比べ３８億３，４９９万円（１５．５％）

増加している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   医薬費    ４０億３，７０４万円   

 （減少した科目・金額） 

   環境衛生費   ６億２，１５４万円   

 

 継続費逓次繰越１３億２，０６５万円は環境衛生費１０億９，９７２万円および医薬費  

２億２，０９２万円で、主に敦賀市民間最終処分場抜本対策事業に伴う工事費の繰越であり、

繰越明許費２１３万円は環境衛生費で、水道水源開発施設整備事業に伴う補助金の繰越であ

る。 

  

 不用額の主なものは、公衆衛生費２億６，５６０万円および医薬費１億５，１８７万円で

ある。 

 

 



第５款 労働費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

年度

23 90.1

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

760,711,772

22

対前
年度
比

金
額

率

760,711,772

451,813,042

308,898,730

68.4

94.2

0

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

0

0

0

△ 1.1

6,905,427,228

7,301,730,958

△ 396,303,730対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

7,666,139,000

7,753,544,000

△ 87,405,000

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 5.4

451,813,042

 

 支出済額は６９億５４３万円で、前年度に比べ３億９，６３０万円（△５．４％）減少し

ている。 

 減少の主なものは、労政費３億９，６４２万円である。 

 

 不用額の主なものは、労政費７億２，２０５万円である。 

 

 



第６款 農林水産費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 0.1

7,496,207,992

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

43,404,588,214

44,119,951,000

△ 715,362,786

△ 1.6

36,602,718,957

36,623,743,008

△ 21,024,051

△ 8.6

翌年度繰越額 Ｃ

0

41,510,000

△ 41,510,000

皆減

繰越明許費

6,530,740,500

7,142,724,863

△ 611,984,363

271,128,757

311,973,129

△ 40,844,372

△ 13.1

83.022

対前
年度
比

金
額

率

継続費
逓次繰越

年度

23 84.3

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

6,801,869,257

0

0

0

0

 

 支出済額は３６６億２７２万円で、前年度に比べ２，１０２万円（△０．１％）減少して

いる。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   林業費      ２２億９，７８６万円   農業費    ６億２，４６７万円 

 （減少した科目・金額） 

   農地費      ２９億６，９６２万円    

 

 繰越明許費６５億３，０７４万円の主なものは、農地費３９億６，９６９万円、林業費   

１７億７，６９６万円および水産業費４億９，６３１万円で、主に土地改良事業や林道・治

山事業に伴う工事費等の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、農業費１億２，６３８万円、水産業費５，４２３万円および林業費

５，４１２万円である。 

 

 



第７款 商工費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ
Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

3.2

9,375,314,405

9,532,332,67951,936,957,321

50,333,578,595

2.9

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

△ 99.9

翌年度繰越額 Ｃ

0

15,663,000

△ 15,663,000

皆減

繰越明許費

283,000

391,144,000

△ 390,861,000

9,532,049,679

8,968,507,405

563,542,274

6.3

84.322

対前
年度
比

金
額

率

1,603,378,726

61,469,290,000

59,708,893,000

1,760,397,000

年度

23 84.5

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

(単位：円、％）

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

 

 支出済額は５１９億３，６９６万円で、前年度に比べ１６億３３８万円（３．２％）増加

している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   商業費    ２２億２，３６８万円 

 （減少した科目・金額） 

   工鉱業費    ５億５，５８６万円   

 

 繰越明許費２８万円は、工鉱業費で、工業用水道建設事業に伴う補助金の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、商業費９３億３，７９６万円である。 

 

 



第８款 土木費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

△ 1,045,500,000

△ 49.9

1,048,000,000

2,093,500,000

継続費
逓次繰越

年度

23 85.9

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

△ 10,700,049,797

71,121,424,000

90,020,439,950

△ 18,899,015,950

22

対前
年度
比

金
額

率

259,089,224

558,327,377

△ 299,238,153

△ 53.6

79.8

△ 47.8

翌年度繰越額 Ｃ

590,250,000

0

590,250,000

皆増

繰越明許費

8,113,635,000

15,558,113,000

△ 7,444,478,000

△ 21.0

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 14.9

18,209,940,377

10,010,974,22461,110,449,776

71,810,499,573

 

 支出済額は６１１億１，０４５万円で、前年度に比べ１０７億５万円（△１４．９％）減

少している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

都市計画費   １０億５，６８１万円   

 （減少した科目・金額） 

土木管理費   ４７億３，１００万円  道路橋りょう費 ２８億５，２７９万円 

     

 継続費逓次繰越１０億４，８００万円は、道路橋りょう費で、繰越明許費８１億１，３６

４万円の主なものは、道路橋りょう費３８億８，６４１万円、河川海岸費３１億７，０４４

万円および都市計画費８億９，８３３万円であり、道路新設改良や河川改良などに伴う工事

費等の繰越である。 

事故繰越５億９，０２５万円の主なものは、河川海岸費５億３，０００万円で、河川改良

に伴う工事費等の繰越である。 

  

 不用額の主なものは、港湾費７，３７３万円、道路橋りょう費６，５０１万円および土木

管理費５，９４９万円である。 

 

 



第９款 警察費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ
Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

1.0

171,745,400

169,506,43023,057,154,306

22,818,362,600

1.0

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

皆減

翌年度繰越額 Ｃ

3,370,500

12,560,000

△ 9,189,500

△ 73.2

繰越明許費

0

50,055,000

△ 50,055,000

166,135,930

70,219,400

95,916,530

著増

99.322

対前
年度
比

金
額

率

238,791,706

23,226,660,736

22,990,108,000

236,552,736

年度

23 99.3

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

(単位：円、％）

△ 38,911,000

皆減

0

38,911,000

継続費
逓次繰越

 

 支出済額は２３０億５，７１５万円で、前年度に比べ２億３，８７９万円（１．０％）増

加している。 

 増加の主なものは、警察管理費２億３，９６７万円である。 

  

 事故繰越３３７万円は、警察管理費で、嶺南機動隊日常用発電装置改修に伴う工事費の繰

越である。 

 

 不用額は、警察管理費１億４，６８５万円および警察活動費１，９２８万円である。 

 

 



第１０款 教育費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 5.6

1,209,612,944

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

91,811,324,000

97,816,259,071

△ 6,004,935,071

△ 6.1

91,167,353,350

96,606,646,127

△ 5,439,292,777

△ 74.2

翌年度繰越額 Ｃ

0

5,565,000

△ 5,565,000

皆減

繰越明許費

135,682,000

525,696,000

△ 390,014,000

508,288,650

678,351,944

△ 170,063,294

△ 25.1

98.822

対前
年度
比

金
額

率

継続費
逓次繰越

年度

23 99.3

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

643,970,650

0

0

0

0

 

 支出済額は９１１億６，７３５万円で、前年度に比べ５４億３，９２９万円（△５．６％）

減少している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

   教育総務費   ２億５，５１５万円  特別支援学校費 １億３，９１７万円 

 （減少した科目・金額） 

保健体育費  ４９億７，１７４万円  小中学校費   ３億５，０１４万円 

社会教育費   ２億８，３４２万円  高等学校費   ２億５，６７６万円 

 

 繰越明許費１億３，５６８万円の主なものは、特別支援学校費９，７４３万円および社会

教育費２，５８０万円で、主に学校建設に伴う工事費等の繰越や、恐竜博物館化石展示に伴

う委託費等の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、高等学校費１億３，２７０万円および小中学校費１億１，０５２万

円である。 

 

 



第１１款 災害復旧費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

年度

23 55.9

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

1,540,232,120

3,066,693,000

471,256,000

2,595,437,000

22

対前
年度
比

金
額

率

503,416,811

194,469,790

308,947,021

著増

37.0

著増

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

848,466,859

102,209,000

746,257,859

著増

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

著増

296,678,790

1,351,883,6701,714,809,330

174,577,210

 

 支出済額は１７億１，４８１万円で、前年度に比べ１５億４，０２３万円（著増）増加 

している。 

 増加の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

土木施設災害復旧費     １４億１，４２３万円 

    

 繰越明許費８億４，８４７万円は土木施設災害復旧費７億４，６０１万円および農林水産

施設災害復旧費１億２４６万円で、主に河川等災害復旧に伴う工事費の繰越である。 

 

 不用額の主なものは、土木施設災害復旧費５億２４万円である。 

 

 



第１２款 公債費 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

年度

23 99.5

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

439,505,800

22

対前
年度
比

金
額

率

439,505,800

354,094,433

85,411,367

24.1

99.5

0

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

0

0

0

22.1

95,238,150,200

77,987,545,567

17,250,604,633対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

95,677,656,000

78,341,640,000

17,336,016,000

(単位：円、％）

執行率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

22.1

354,094,433

 

 支出済額は９５２億３，８１５万円で、前年度に比べ１７２億５，０６０万円（２２．１％）

増加している。 

 



第１３款 諸支出金 

予算現額と
支出済額と
の 比 較

Ａ－Ｂ

(単位：円、％）

0

0

0

0

継続費
逓次繰越

年度

23 99.9

Ｂ／Ａ

不用額

Ａ－Ｂ－Ｃ事故繰越

執行率

△ 604,771,848

20,368,720,000

21,060,820,000

△ 692,100,000

22

対前
年度
比

金
額

率

28,878,574

116,206,726

△ 87,328,152

△ 75.1

99.4

0

翌年度繰越額 Ｃ

0

0

0

0

繰越明許費

0

0

0

△ 3.3

対前
年度
比

年度

23

22

金
額

率

Ａ

予算現額

Ｂ

支出済額 翌年度繰越額 Ｃ

△ 2.9

116,206,726

28,878,57420,339,841,426

20,944,613,274

 

 支出済額は２０３億３，９８４万円で、前年度に比べ６億４７７万円（△２．９％）減少

している。 

 増減の主なものは、次のとおりである。 

 （増加した科目・金額） 

 配当割交付金       ２，１０８万円   

 （減少した科目・金額） 

地方消費税清算金   ４億３，０４７万円 

自動車取得税交付金  １億  ８８２万円 

 

 不用額の主なものは、ゴルフ場利用税交付金１，６６９万円および自動車取得税交付金１，

２１４万円である。 
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